
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

財政健全化法に基づく健全化判断比率については、いずれも基準を下回っています。

【対象会計】 公営企業会計（水道事業会計、公共下水道事業特別会計、農業集落排水事業特別会計）

年　　　　　収

【対象会計】 全会計、一部事務組合、広域連合、地方公社等

－

⑤ 資金不足比率

返済特定財源

【対象会計】

・標準財政規模に対する、全会計の赤字額から黒字額を引いた額の割合

家計に例えると、年収に対しその年の赤字がいくらあるかという割合

【対象会計】 全会計（普通会計、公営企業会計、公営企業以外の特別会計）

7.

④

－年　収

借金返済額 －

※2　将来負担比率については、三股町は算定の結果が実質的な将来負担額がないため（充当可能財源等が将来負担額を
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21年度 実質
公債比率 9.8%

＋
22年度 実質

公債比率 9.5%

家計に例えると、年収に対し借金返済額がいくらあるかという割合

・各公営企業会計の事業規模に対する、企業ごとの資金不足額の割合

家計に例えると、自分以外の家族がいくら資金が不足しているかという割合

・標準財政規模に対する、一般会計等の負担する退職手当等の実質将来負担額の割合

普通会計（一般会計）

全会計　歳　入（収益）

連結実質赤字比率

－

※3　資金不足比率については、三股町は算定の結果が資金不足額はなく余剰額があるため「－％」となります。
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普通会計　歳　出

上回るため）「－％」となります。
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○　健全化判断比率（4指標）及び資金不足比率

標
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三股町の算定結果
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③

実質赤字比率

⑤　資金不足比率 ※3

実質公債費比率

家計に例えると、家族全員の年収に対し赤字がいくらあるかという割合

普通会計　歳　入

黒　字

・標準財政規模に対する、歳出総額から歳入総額を差引いた額の割合

②

負　債（歳出） 余剰額

全会計　歳　出（費用）

家計に例えると、年収に対し現在確定している将来負担する額（負債）がいくらあるかという割合

【対象会計】 全会計、一部事務組合、広域連合

・標準財政規模に対する、一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の割合の3ヶ年平均値

黒　字

23年度 実質
公債比率 4.0%

3ヶ年

資　産（歳入）

35

％

※1　実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、三股町は算定の結果が黒字であるため「－％」となります。

①

0 ％ ％③　実質公債費比率

将来負担額 貯金等の財源

　　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により、地方公共団体の財政早期健全化を目的とした『健全化
　判断比率（4指標）』及び『資金不足比率』について、平成23年度決算に基づき算定した結果を公表いたします。

＝実質公債費比率 ＝「7.7%」
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三股町の場合、歳入が歳出よりも
244,631千円多く、黒字であるため、
「－％」となります。

三股町の場合、全会計において

総額752,490千円の黒字であるため、

三股町の場合、将来負担額より貯金等の財源が201,348千円多
いため、年収4,768,001千円との比率は「-％」となります。

三股町の場合、
資金余剰額が281,675千円となるため、「－％」


